
参考様式例
介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント
利用契約書

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント事業契約書(青森市例)
○○○○様（以下「利用者」という。）と青森市○○○地域包括支援センター（以下「事業者」という。）とは、利用者と事業者の両当事者間において、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの利用について、次のとおり契約を締結します。
（契約の目的）
第１条　事業者は、介護保険法（平成９年法律第123号）その他関係法令及び青森市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱等に従い、要支援・要介護状態になることをできるだけ予防し、自らの能力を活かして活動的で生きがいのある生活を送るために必要な介護予防サービスや支援等が、利用者の選択に基づいて適切に利用できるよう、介護予防サービス・支援計画書を作成します。また、当該計画に基づいて適切な介護予防サービス等の提供が確保されるよう、介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜を提供します。
２　介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの内容の詳細は、別紙に記載します。
（契約期間）
第２条　本契約の有効期間は、契約締結の日から利用者が要介護認定者となるか、利用者から事業者に対し、文書による終了及び解約の申し出がない限り、自動的に更新されるものとします。
（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの担当者）　
第３条　事業者は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの担当者として事業者の職員を選任し、適切な介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに努めます。
２　事業者は、前項の担当者を選任し、又は変更する場合には、利用者の状況とその意向に配慮して行い、事業者側の事情により担当者を変更する場合には、あらかじめ利用者と協議します。
３　事業者は、担当者に対し、専門職として常に利用者の立場に立ち、誠意をもってその職務を遂行するよう指導するとともに、必要な対応を行います。
（介護予防サービス・支援計画書の変更等）　
第４条　事業者は、利用者が介護予防サービス・支援計画書の変更を希望する場合には、速やかに自立した日常生活に向けての検討を行い、必要に応じてその変更に向けた手続きをするとともに、これに基づき介護予防サービス等が円滑に提供されるようサービス事業者等への連絡調整等を行います。
２　事業者は、利用者が介護予防サービス・支援計画書の範囲内でサービス内容等の変更を希望する場合には、速やかにサービス事業者への連絡調整等を行います。
（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの記録等）
第５条　事業者は、利用者との合意のもとで介護予防サービス・支援計画書を作成して、利用者にその写しを交付します。
２　事業者は、定期的に、介護予防サービス・支援計画書に記載したサービス提供の目標等の達成状況等を評価し、その結果を介護予防支援・介護予防ケアマネジメント経過記録等の書面に記載するとともに、介護予防サービス・支援計画書の変更が生ずる場合は、必要に応じて介護予防サービス・支援計画書を追記・修正し、利用者に説明のうえ、その写しを交付します。
３　事業者は、利用者に対する介護予防サービス等の提供に際して作成した記録や書類を整備し、契約の完結の日から２年間これを保存し、利用者の求めに応じて閲覧に供し、又は実費負担によりその写しを交付します。
４　前項に規定によるもののほか、事業者は、サービス費の請求及び受領に関する記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。
（利用者の解約）
第６条　利用者は、少なくとも○日前までに事業者に予告することにより、いつでもこの契約の解約を申し入れることができます。
２　利用者は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、直ちに契約を解除することができます。
（１）正当な理由なく介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供を怠ったとき
（２）守秘義務に違反したとき
（３）破産等業務を継続する見通しが困難になったとき
（４）前各号の他この契約に違反したとき
（事業者の解除）
第７条　事業者は、利用者の著しい背信行為によりこの契約を継続することが困難となった場合には、その理由を記載した文書を交付することにより、この契約を解除することができます。
（契約の終了）
第８条　次の場合には、この契約は終了するものとします。この場合には、事業者は利用者に対し速やかにその旨を通知するものとします。
（１）利用者の状態が改善する等により、この契約が目的とする介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの必要性がなくなった場合
（２）利用者が医療施設や介護保険施設に入所した場合
（３）利用者が、要介護認定を受けた場合
（４）要介護・要支援認定区分が非該当（自立）と認定され、且つ、事業対象者にも該当しない場合
（５）要支援認定が受けられなかったこと等により、相当期間以上にわたり、この契約が目的とする介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供が困難となった場合
（６）利用者が事業者である地域包括支援センターの担当圏域外に転居したこと等により、事業者による介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供が困難になった場合
（７）利用者が死亡した場合
２　事業者は、この契約が終了する場合で、必要があると認められるときは、利用者の同意を得て、利用者が指定する居宅介護支援事業者、他の介護予防支援事業者及び地域包括支援センター、医療機関等の関係機関、介護保険外サービス事業者へ関係記録の写しを引き継ぎ、連絡調整等を行うものとします。
（事故時の対応）
第９条　事業者は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの実施に際して利用者のけがや体調の急変があった場合には、医師や家族への連絡その他適切な措置を迅速に行います。
２　事業者は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの実施にあたり利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、その損害を賠償します。ただし、事業者の故意又は過失によらないときは、この限りではありません。
（秘密保持）
第１０条　従業員及び従業員であった者は、業務上知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及び個人情報について、正当な理由がない限り、契約中及び契約終了後においても、第三者には漏らしません。
２　事業者は、従業員及び従業員であった者が、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及び個人情報を漏らすことがないよう必要な処置を講じます。
３　事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、利用者の介護予防プラン立案のためのサービス担当者会議及び介護予防サービス事業者等との連絡調整において必要な場合に限り、必要最小限の範囲内で使用します。
４　第１項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律124号）に定める通報ができるものとし、その場合、事業者は秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。
５　事業者は、サービス提供を受けている期間中及びサービス提供終了後に実施する事業者向け研修会や事業報告会等で、作成した介護予防サービス・支援計画書等について、個人を特定しない形で使用させていただくことがありますので予めご了承願います。（個人を特定する形での使用が必要となった場合は、事前にご相談させていただきます。）
（苦情対応）
第１１条　利用者又は利用者の家族は、提供された介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関して苦情がある場合は、「契約書別紙（兼重要事項説明書）」に記載された事業者の相談窓口及び関係機関に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。
２　事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにし、苦情の申出又は相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。
３　事業者は、利用者が苦情の申出等を行ったことを理由として何らの不利益な取扱いもいたしません。
（契約外条項）
第１２条　この契約、介護保険法等の関係法令で定められていない事項については、関係法令等の趣旨を尊重して、利用者と事業者の協議により定めます。
以上のとおり、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの契約を締結します。
本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、利用者及び事業者の双方が記名・押印の上、それぞれ１部ずつ保有します。
令和　　年　　月　　日
　（利用者）私は、この契約内容に同意し、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの利用を申し込みます。
利用者　　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
（代理人）私は、利用者本人の契約の意思を確認の上、本人に代わり、上記署名を行いました。
署名代行者　　住　所
氏　名　　　 　　　　　　　　　　　　　　　印
（本人との続柄　　　　　　　　　　　　　　　）
　（事業者）私は、利用者の申込みを受諾し、この契約書に定める介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを、誠実に責任をもって行います。
事業者　　住　所
事業者（法人名）
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　
　
介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント
契約書別紙（兼重要事項説明書）
１．事業者（法人）の概要
	事業者（法人）の名称
	社会福祉法人 ○○○○

	主たる事務所の所在地
	〒000-0000　○○市○○○○○

	代表者（職名・氏名）
	代表取締役　○○ ○○

	連絡先
	電話：○○○－○○○－○○○○
FAX：


２．事業所の概要
	 事業所の名称
	青森市地域包括支援センター○○○

	サービスの種類
	介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント事業

	事業所の所在地
	〒000-0000　○○市○○○○○

	連絡先
	電話：○○○－○○○－○○○○
FAX：

	指定年月日・事業所番号
	平成○○年○○月○○日指定
	００００００００００

	管理者の氏名
	○○ ○○

	通常の事業の実施地域
（担当する日常生活圏域）
	青森市（○○、○○、○○、○○、○○、○○、○○、○○）


３．事業の目的と運営の方針
	事業の目的
	利用者様が、要支援・要介護状態になることを予防し、自らの能力を活かして活動的で生きがいのある生活を送ることができるよう、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを提供することを目的とします。

	運営の方針
	○利用者様の心身の特性を踏まえて、利用者様が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるように配慮して行います。
○利用者様の心身の状況やその置かれている環境等に応じて、利用者様の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービス等が多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行います。 
○事業の実施に当たっては、利用者様の意思及び人格を尊重し、常に利用者様の立場に立ち、利用者様に提供されるサービスが、特定の種類又は特定の事業者に不当に偏ることのないよう公正中立に行います。
○事業の実施に当たっては、青森市、他の地域包括支援センター、在宅介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、介護予防サービス事業者、介護保険施設、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取組を行う者等との連携に努めます。
○上記のほか「青森市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例」（平成２６年１２月２４日条例第４５号）、「青森市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱」（平成２９年４月１日実施）並びに「青森市介護予防ケアマネジメント実施要綱」（平成２９年４月１日実施）を遵守します。


４．従業者の職種、員数及び職務内容
	従業者の職種
	員数・勤務の形態
	職務内容

	管理者

	１名・常勤
（主任介護支援専門員と兼務）
	事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に運営基準を遵守させるために必要な指揮命令を行う。

	　主任介護支援専門員

	２名・常勤
（１名管理者と兼務）
	介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供に当たる。

	　社会福祉士
	１名・常勤
	

	保健師
	１名・常勤
	

	介護支援専門員
	１名・常勤
	


５．営業日時
	営業日
	月曜日から土曜日まで
ただし、国民の祝日（振り替え休日を含む）及び年末年始（12月29日から1月3日）を除きます。

	営業時間
	　午前○時から午後○時まで


６．提供する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの内容
	内　容
	提　供　方　法

	内容及び手続の説明及び同意

	１　指定介護予防支援の提供開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、指定介護予防支援の提供の開始について利用申込者の同意を得ます。
２　指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービス・支援計画（以下「計画」という。）が介護保険法に規定する基本方針及び利用申込者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行います。
３　指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えていただきますようお願いします。

	介護予防サービス・支援
計画の作成
	







	介護予防サービス事業者等との連絡調整・便宜の提供
	計画の目標に沿ってサービス等が提供されるよう、介護予防サービス事業者等との連絡調整を行います。

	計画の実施状況の把握
（モニタリング）
	介護予防サービス事業者や利用者等と連絡を取り、サービスの実施状況や、利用者の状況等の把握をします。

	計画の実施状況の評価
	計画の実施状況について定期的に評価を行い、今後の方針を決定します。評価は、利用者宅を訪問して行います。

	相談・説明
	　介護保険や介護・介護予防等に関することは、幅広くご相談に応じます。

	医療との連携・主治医への連絡
	１　計画の作成時（又は変更時）や、サービス等の利用時に必要な場合、ま
た、医療系サービスの利用を希望する場合は、利用者の同意を得た上で、関連する医療機関や利用者の主治医に意見を求める等し、連携を図ります。
２　指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認められる場合は、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供します。
３　前号により医師等に意見を求めて、計画を作成した場合には、当該計画を主治の医師等に交付します。

	計画の変更
	　利用者が計画の変更を希望した場合又は計画担当者が介護予防サービ
スの変更が必要と判断した場合には、利用者の意見を尊重し合意の上で、
計画の変更を行います。

	要介護認定等にかかる申請の援助
	１　利用者の意思を踏まえ、要介護認定等の申請に必要な協力を行います。
２　利用者の認定の有効期間満了の６０日前には、更新申請に必要な協力を行います。

	訪問
	　担当者が利用者宅を訪問し状況把握等を行います。


　※　介護予防ケアマネジメントでは、利用者様の心身の状況、利用するサービス等に応じ、上記内容の一部（サービス担当者会議、モニタリング、評価等）を、省略又は簡略化して行う場合があります
７．利用料その他の費用　
（１）利用料
　介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントにかかる費用については、介護保険から全額給付されるため、利用者様の負担はありません。
　ただし、ご利用者様の保険料滞納等により、当事業所に直接介護保険給付が行われない場合があります。その場合は、次の利用料をお支払いただき、利用料お支払の際には、サービス提供証明書と領収書を発行します。
	介護予防支援費
（１月につき）
	４，４２０円


※新規の場合の加算は、３，０００円です。
※介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算は、３，０００円です。
※状態改善に伴いサービス利用を終了し、地域における介護予防活動等に継続して参加する場合の加算（卒業加算）は、３，０００円です。（介護予防ケアマネジメントの場合のみ）
（２）その他の費用
	交通費
	通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、その実費をお支払いただきます。
なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額をお支払いただきます。
○通常の事業実施地域を越えた地点から、片道○○キロメートル未満 ○○○円
○通常の事業実施地域を越えた地点から、片道○○キロメートル以上 ○○○円

	申請代行手数料
	無料

	コピー代
	実費相当額


８．緊急時の対応方法
（１）従業者は、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供を行っているときにご利用者様に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講じるとともに、管理者に報告します。
また、主治医への連絡が困難な場合は、緊急搬送等の必要な措置を講じます。
	主治医連絡先
	


（２）指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供により事故が発生した場合は、市、保
険者市町村、ご利用者様のご家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じます。
（３）ご利用者様に対する指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供により賠償すべ
き事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。当事業所では、以下の損害賠償保
険に加入しています。
	加入保険会社名
	○○保険株式会社

	加入保険名
	福祉事業者総合賠償責任保険

	保険の内容
	対人・対物事故等の賠償補償


９．苦情相談窓口
（１）介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。
	事業所相談窓口
	電話番号  ○○○－○○○－○○○○
担当：〇〇（職名　氏名）


（２）介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント提供に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。
	苦情受付機関
	青森市福祉部介護保険課
	所在地　　青森市新町１丁目3番７号
電話番号　０１７－７３４－５２５７
受付時間　午前８時３０分～午後６時
（土曜日・日曜日・祝日、12/29～1/3を除く）

	
	青森市福祉部高齢者支援課
	所在地　　青森市新町１丁目3番７号
電話番号　０１７－７３４－５３２６
受付時間　午前８時３０分～午後６時
（土曜日・日曜日・祝日、12/29～1/3を除く）

	
	青森県国民健康保険団体連合会
介護保険課
	所在地　　青森市新町２丁目４番１号
電話番号　０１７－７２３－１３３６
受付時間　午前８時３０分～午後５時
（土曜日・日曜日・祝日、12/29～1/3を除く）


１０．個人情報の保護
（１）事業所は、ご利用者様の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し適切な取り扱いに努めます。
（２）事業者が得たご利用者様又はその家族様の個人情報については、原則的に、事業者での介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供以外の目的では利用しないものとしますが、当センターが、高齢者へのよりよい支援体制づくり（地域包括ケアシステム構築）のために行う、学会及び研究会等で事例発表や、地域ケア会議の開催等において、利用者様やご家族の個人情報が必要となる場合がございますので、別紙「個人情報利用同意書」をご確認の上、記名・押印をお願いいたします。
その他外部への情報提供については必要に応じてご利用者様又はその代理人の方の了解を得るものとします。
（３）当事業所では、保健師、看護師、社会福祉士等の養成機関からの依頼を受け、実習の受入を行います。実習生が期間中に利用者様の自宅等を事業所職員に同行して訪問させていただくことがございますが、実習生に関しても事業所職員と同様に個人情報の取扱を適正に行うものといたします。
１１．虐待防止のための措置
事業所ではご利用者様に対する虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応を図るため、次の措置を講じています。
（１）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修の実施
（２）利用者様やご家族からの苦情処理体制の整備
（３）その他虐待防止のために必要な措置
当事業所従業者及びご利用中の介護予防サービス事業所の職員等による虐待に関する相談を受付けています。
	事業所相談窓口
	電話番号  ○○○－○○○－○○○○


介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント提供同意書（青森市例）
  　令和  　 年    月    日
事業者は、利用者様への介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。
事　業　者　　所在地
事業者（法人）名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
説明者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。
また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。
　　　　　　　　　  利用者様　　　　住　所
氏　名　　　　　　　　 　　　　　　　　　　     　　　　　印
署名代行者（又は法定代理人）
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　印
（本人との続柄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



この新しい契約書様式は、あくまでも参考様式例となりますので、文面内容は施設や法人の判断により適宜修正してくださるようお願いいたします。





現在使用されている契約書文面との整合が必要となりますので、この新しい契約書様式文面案をそのまま用いることができないことがあります。





この新しい契約書様式は、文面案の例示であって、この新しい契約書様式文面案により生じた損害等を市が負担するものではありません。








利用者宅を訪問し、利用者や家族に面接して情報を収集し、解決すべき問題を把握します。





利用者は自宅周辺地域における介護予防サービス事業者やインフォーマルサービス事業者等、複数の事業者について紹介を求めることが出来ます。内容や利用料等の情報についてパンフレットを用いて説明する等、適正にサービスを選択していただきます。





提供するサービスにより達成すべき目標と達成時期、サービス等を提供する上での留意点などを盛り込んだ介護予防サービス・支援計画（以下、「計画」といいます。）の原案を作成します。





利用者、家族、介護予防サービス事業者などを参集し、利用者の情報を共有したり、抱えている課題、目標、支援の方針について協議したりする、サービス担当者会議を開催します。





計画の原案に位置付けたサービス等について、保険給付の対象となるサービスと対象にならないサービス（自己負担）を区分して、それぞれの種類、内容、利用料等を利用者や家族に説明し、その意見を伺います。（計画の原案に位置づけた指定介護予防サービス事業者等の選定理由について、説明を求めることが可能です。）





計画の原案は、利用者や家族と協議した上で、必要があれば変更を行い、利用者から文書で同意を得た上で決定します。
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